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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、マクロの文脈を加え、世帯の意思決定について分析することにあった。
世帯内資源配分の分析結果がロバストでないため、個人の効用水準を主観的幸福度でとらえ、政策的なマクロの文脈を
加え、先進５か国を比較分析した結果、家族政策の違いが、妻の幸福度と就業、子供数との関係に差異を生み出してい
るといえ、特徴的であるのは、日本の妻の幸福度が、子供がいること、フルタイム就業で有意に低下することであった
。

研究成果の概要（英文）： A purpose of this study is analyzing household behavior and adding macro context 
to a model.
 The results of analyses of intra-household resources allocation were not robust. We represented husbands'
 and wives' utility as subjective happiness and added macro context such as family policy to models in com
parative perspective. These results show that different family policy brings differences in relations of w
ives' happiness to their employment and number of children, and that full time employment wives and wives 
with more children have statistically significant lower happiness in Japan.   

研究分野：

科研費の分科・細目：

労働経済学

キーワード： 経済学　労働経済学　主観的幸福　家族政策　就業　子供

経済学・応用経済学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
人口が減少する中で、わが国の出生力水準

の低下に歯止めをかけ、女性の労働供給を含
む労働力を確保することは、わが国の最重要
課題のひとつである。この課題に答えるため
には、世帯が労働供給や子供数の意思決定を
行っているメカニズムと、その意思決定メカ
ニズムと政策などのマクロ要因との相互関
係を明らかにする必要がある。 
世帯の意思決定に関する経済理論は、次の

２つに大別される。ひとつが、世帯は１つの
効用のもとに、意思決定をすると考える
“Unitary”モデルであり、もうひとつが、選好
の異なる世帯員がそれぞれの効用を基に意
思決定をし、各世帯員の交渉の結果、世帯の
行動が決定すると考える “Collective”モデ
ルである。実証分析の先行研究では、
“Collective”モデルを支持するものが多いが、
世帯内の消費配分に関するものが多く、政策
などのマクロ要因を文脈に含めた研究蓄積
は少ない。夫妻の子供数と夫妻の労働時間や
家事・育児分担の状況は、きわめて密接な関
係があり、日本の低出生力水準の要因を分析
するためには、世帯内の就業に関する意思決
定に関する研究が不可欠である。また、低出
生力水準に歯止めをかけるための政策を考
えるために、政策を含めたマクロ要因の影響
を分析することも不可欠である。 
マクロ要因の家族政策と労働環境のほか

に、新しい要因として、子供の消費を中心
とした企業のマーケティング行動と政府の
消費政策を含める。その理由は、世帯の就
業は、消費と表裏一体の関係であるからで
ある。例えば、就業と家事・育児分担が過
度に負担であっても、十分な消費分配を得
ていれば、効用が高い可能性がある。更に、
子供への消費配分は、子供の育児コストを
左右することを通じて世帯の子供数に影響
するだけでなく、子供の消費をまかなうた
めの妻の労働供給に影響する。退職した妻
の再就職動機の上位は、子供の教育費にあ
ることは、先行研究によって指摘されてい
る。このように、子供の消費は、世帯の意
思決定に大きな影響を与えると考えられる
が、これまで家族政策や労働環境と同時に
分析の対象とされることはほとんどなかっ
た。 

 
２．研究の目的 
本研究は、世帯の意思決定メカニズムと政

策・労働・消費のマクロ要因との関係を実証
分析し、国際比較する。これによって、世帯
の意思決定メカニズムとマクロ要因との相
互関係に関する知見を得、女性の労働供給を
増加させつつ、出生力水準を維持または回復
させるために有効な政策について考察する
ことを最終的な目的とした。 
そのために、本研究では、以下の目的をも

った。第一に、世帯の意思決定メカニズムと
して、“Collective”モデルを、次の 2 点の観

点から拡張する。第一点目は、育児や家事
という家庭内の生産活動を明示的に導入す
ることである。第二点目は、育児時間と家
事時間を区別し、従来の理論と異なり育児
時間自体が夫妻の効用に影響する観点を導
入することである。 
第二に、世帯行動というミクロレベルの

分析にマクロ要因の文脈を加えることであ
る。 
第三に、マクロとミクロ両方のレベルを

含む分析を実施可能なデータの構築をする
ことである。 
 
３．研究の方法 
研究体制として、研究代表者が全体の統

括をするとともに、当初は次の 3 つに分か
れて研究を進めた。一つ目が、世帯の意思
決定に関する実証分析と労働・政策のマク
ロ文脈を加えること、二つ目が政策に関す
る文献やデータ収集、三つ目が、企業と政
府についての消費に関する分析である。 
申請当初の計画にはなかったが、世帯の

行動を分析した結果、個人の意識が重要な
要因である可能性が示唆されたため、意識
に関する情報を入手する調査を実施した。
それは、女子大性・短大生を対象とした、
就業・結婚・出産に関する意識についての
調査である。 
一つ目の世帯の意思決定に関する実証分

析については、時間の観点を加えたモデル
拡張の前に、“Collective”モデルを援用した
実証分析のモデルを構築するため、消費分
配について、1989～2004 年「消費実態調査」
の匿名データを利用した分析を行った。経済
モデルを援用せず、衣料費を指標とする実証
分析を 2011 年度に、”Collective”モデルを援
用した世帯内資源配分の推計を 2012、2013
年度に行った。なお、匿名データは研究代表
者のみが使用許可を得ているため、研究代表
者のみが取扱い、分析を行った。 
 また、労働を取り巻く環境や家族政策の違
いというマクロの文脈を加えた分析をする
ため、比較分析可能な先進 5か国の個票デー
タを入手し、比較分析を行った。 
 二つ目の政策に関する文献やデータ収集
については、子育て支援策で有名でかつ合計
特殊出生率の高い自治体を中心に選定し、国
内6カ所の地域の現場における少子化対策に
ついて調査を行った。 
 三つ目の消費に関する分析については、子
どもの消費とマーケティングの関係を捉え
るために、子どもと消費に関する学術雑誌、
世界保健機関（WHO）の報告書、米国の
政府関連組織である国立医学研究所
（IOM）、連邦取引委員会（FTC）、連邦通
信委員会（FCC）、新聞・雑誌記事、その
他の報告書などの文献や資料を読み解く研
究手法を採用した。多様な文献資料を分
析・考察の対象に据えることにより、子ど
もの消費が直面している問題についてより



多面的にアプローチすることが可能となっ
た。 
 四つ目の若い女性を対象とした調査につ
いては、将来の追加調査を視野に入れ、結婚
や子供、就業に関する意識などについて、京
阪地区の女性の大学生と短大生に対し調査
を 2012 年 10 月に行った。男女交際の有無や
両親の学歴などプライベートな質問項目を
含む調査で回収数を確保するため、スノーボ
ールサンプリング方式で調査票 1196 通を配
布し、1113 通の有効回答を得た。大学生と短
大生を対象としたのは、集団としたアプロー
チしやすいことと、さらに今後政策的に働き
かける際も集団として働きかけることので
きる最後の時期であるからである。 
  
４．研究成果 
 1989～2004 年「消費実態調査」の匿名デ
ータを利用し、衣料費を指標とする実証分析
を 2011 年度に、世帯意思決定メカニズムの
経済理論”Collective”モデルを援用した世帯
内資源配分の推計を 2012、2013 年度に行っ
た。これらの分析結果には整合性があるとは
いえず、”Collective”モデルを援用した世帯内
資源配分の推定結果はロバストでなく、大き
な課題が残されているといえた。 
 ”Collective”モデルを援用した推計には課
題が残されているため、このモデルに時間の
観点を加えた拡張をする当初の計画を変更
し、個人の効用水準を主観的幸福度でとらえ、
世帯の行動とマクロ要因との関係を実証分
析した。2010 年の内閣府「少子化社会に関
する意識調査」のデータを使用し、社会的な
背景や政策のマクロ要因が異なる先進 5か国
－韓国・日本・米国・フランス・スウェーデ
ン－について、夫と妻それぞれの幸福度と妻
の就業や子供数との関係を比較分析した。 
 これら 5 か国の家族政策や教育・保育費用
の特徴を考慮し、これらの政策や公費負担が
薄い国から厚い国へ、韓国・日本・米国・フ
ランス・スウェーデンの順とし、各国の夫と
妻それぞれの幸福度と子供数・妻の労働時間
との関係を多変量分析した。各国の状況と変
数の係数との関係は、予想とほぼ一致し、子
供数が多いほど、妻がフルタイムであると、
幸福度が上がるというプラスの傾向が、日本
からスウェーデンに向け強くなるといえた。
日本の妻においては、統計的に有意に子供数
が多くなると、あるいは、フルタイムである
と、幸福度が低下するという、マイナスの関
係であるが、フルタイム就業のフランス女性
は有意に幸福度が高く、子供数が多いスウェ
ーデン女性は有意に幸福度が高い。さらに、
日本の夫妻では、有意な格差がみられた。 
アメリカ男性やスウェーデンでのモデルの
説明力が低いことから、他の変数の導入など
が今後の課題として残されている。 

政策的な含意として、「女性の選択の自由」
が政策目標の一つであるフランスや保育や
休業制度、児童手当などで家族政策が充実し
ているスウェーデンで前述の結果が得られ
たことは、家族政策の重要性を示唆している
といえる。 
 国際比較の実証分析では、子どもや就業に
関する各国の社会的通念や意識の違いを含
めていない点が課題として残されている。そ
こで、将来の追加調査を視野に入れ、結婚や
子供、就業に関する意識などについて、京阪
地区の女性の大学生と短大生に対し調査を
2012 年 10 月に行った。このデータを利用し
た分析結果から、大学の偏差値と就業や結婚
の意識には明確な関係がみられた。偏差値の
低い大学や短大の女子学生は、専業主婦を理
想のライフコースとしながら、現実には子育
て後就業を再開するであろうと予想してい
る割合が相対的に高い。学歴が高卒以下の女
性も同様の傾向であるとするなら、女性の大
部分は同様の傾向であると考えられ、子供を
もつ日本の妻の幸福度が有意に低かった国
際比較分析結果と合わせ、家族政策の重要性
が高いことが重ねていえる。 
少子化が進行する日本の子どもと消費、マ

ーケティングについては、子ども関連のビジ
ネスが活況を呈しているが、そこに潜んでい
る問題性や課題に対してはいまだ十分な批
判的な検討がなされていないことが明らか
になった。日本以外の先進諸国が近年、子ど
もを取り囲む消費環境の整備と子どもに対
するマーケティングの自主規制を積極的に
進めているのに対し、日本においては「消費
者としての子ども」の特性に対する理解と子
ども消費者に対するマーケティングのルー
ル整備は立ち遅れた状況にある。以上の分
析・考察を通して、子どもを擁護するマーケ
ティングのルール整備と子どもの消費環境
の整備の必要性を指摘することができる。 
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